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　経済発展が急速に進む中国では、エネルギーの慢性的な不足とそのエネルギー源多様化、自国に豊富
な石炭の利用による環境汚染などが課題となっている。このような状況のもと、風力や太陽光等の再生
可能エネルギーの中長期的な開発と普及の促進を目的とした再生可能エネルギー法が2006 年1月1日
から施行された。本法は、再生可能エネルギーの開発と利用における中長期目標の設定、及び、開発
利用計画策定と実施に、政府と企業が責任を負うことを規定した。また、電力網を経営する企業に、再
生可能エネルギーによる電力を石炭火力等よりも高い規定の価格で買い取ることを義務づけた。これは、
日本等で導入されている固定枠制度ではなく、ドイツ等で実施されている固定価格買取制度であり、中
国が、未成熟な市場を一気に活性化し、再生可能エネルギーを急速に普及させようとしている現れとい
える。このほか、国及び地方政府が農村部での再生可能エネルギーの普及についても規定した。中国の
農村部は特にエネルギー不足が深刻であり、都市と農村との社会経済的格差を解消するという国家目標
を実現するための政策手段としての意義も持つ。
トピックス3　中国でも再生可能エネルギー法が施行された
　経済発展が著しい中国では、その成長を支える
エネルギーの慢性的な不足が深刻な課題となって
いる。エネルギー源としては自国に豊富な石炭に
大きく依存しているため、結果として発生する環
境汚染にも悩まされている。この状況を打開する
鍵として、風力、太陽光等のいわゆる再生可能エ
ネルギー（以下、再生エネ）の導入が注目されて
いる。その開発と普及を促進するために、諸外国
でも施行されている再生可能エネルギー法が 2006
年１月１日から中国でも施行された。
　本法の草案は、国務院でエネルギー問題を所管
する国家発展改革委員会と清華大学からそれぞれ
提出された法案が一本化してまとめられ、2004 年
12月に全人代常務委員会に上程されて、審議に付
され、2005 年２月には制定公布された。これは、
中国の立法過程では異例のスピードであり、この
ような制定経過からも中国指導部の再生エネに対
する期待の大きさが推測される。
　中国の再生可能エネルギー法は、右表のように
全８章 33か条からなる。本法は、再生エネ開発利
用における政府及び社会の責任と義務を中国で初
めて明確にルール化したもので、国家発展改革委
員会が中長期目標の設定と開発利用計画策定・実
施に責任を負うことも規定した。また、国が再生
エネ関連産業振興のためのガイドラインを策定・
公表することや、科学技術振興計画の中に再生エ
ネを組み入れ、財政上の措置を講じてその開発及
び普及を促進すべきこと、技術開発を奨励するこ
とも決定された。なお、本法の対象となる再生エ
ネは、風力、太陽光、水力、バイオマス、地熱、海
洋エネルギー等の非化石エネルギーと定義されて
いる。しかし、水力発電への当該法適用に関しては、
発電所建設による生態環境への悪影響等も踏まえ
て賛否両論あり、案件ごとに国家発展改革委員会
の承認を得ることとする旨が言及されている。
　今回、電力網を経営する企業は、再生エネ電力
を規定の価格で買い取ることが義務付けられたが、
この規定価格が通常の価格を上回る分及び系統連
系等のコストを、電力販売価格に転嫁できるとし
た。これは、中国が、普及策として、日本、英国
等で導入されている固定枠制度ではなく、ドイツ
等で実施されている固定価格買取制度１）を選択し
たことを意味している。中国は、未成熟な市場を
一気に活性化し、再生エネの急速な普及を図ろう
としていると考えられる。また、本法は、国及び
電力網企業の法的責任や、国及び地方人民政府が
農村部での再生エネの普及に力を入れるべきこと
等についても言及している。
　中国での再生エネ利用促進は、特にエネルギー
不足が深刻な農村部において、農民の生活様式を
改善し、農村を「小
康」（まずまずの暮
らし向き）の社会と
し、都市と農村との
社会経済的格差を
解消するという国
家目標実現の重要
な政策手段として
も意義付けられる
ものである。
中国の再生可能エネルギー法２）
章 内容
条数
（計33か条）
１ 総則 ５
２ 資源調査及び発展計画 ４
３ 産業指導及び技術奨励 ３
４ 普及及び応用 ６
５ 価格管理及び費用負担 ５
６ 経済的奨励及び監督措置 ４
７ 法的責任 ４
８ 附則 ２
参考文献 １）科学技術動向、2005年８月号
 ２) 外国の立法225（2005年8月）、http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/legis/225/022509.pdf より
